
研究の背景と目的
中国の「改革開放」政策採択以降、日本は中国の

近代化建設を支援するために、1979年から中国に対
して、約3兆6500億円を拠出し、中国の環境、農業、
大型インフラ、保健・医療などいろいろな分野の開
発を支えてきた。2018年10月、安倍首相は中国訪問
の際、中国に対する ODA は今年度をもって終了す
ると中国側に伝えた。この発表を受けて、対中 ODA
は2018年度をもって新規採択を終了し、2021年度末
をもって全て終了することになる。

日本の援助開始からの約40年間を見ると、中国の
貧困人口比率（1人1日1．9ドルを貧困ラインとし
て）は1990年の66．2％から2015年の0．7％になり、
約94分の1に減少した。また、1979年から2018年に
かけて、GDP 平均成長率は9．4％に達し、中国は今
ではアメリカに続く世界第2位の経済大国になった。
そして、中国は日本の二国間 ODA の供与先として、
特に1985年から2004年まで常に上位に入ってきた。
中国は日本の ODA 供与国の中で、著しい経済発展
と貧困削減を達成した発展途上国の一つであり、ま
た、日本の最大の供与先の一つとも言える。

日本の「ODA 卒業」をひかえ、日本の援助が中
国の経済発展と福祉の推進に貢献したのかという問
題意識を持った。中国側も日本側も、日本の対中
ODA に対して、「中国の改革・開放と経済建設に
おいて積極的な役割を果たした」との高い認識を示
した1。しかし、日本の対中 ODA に効果があった
かどうかの統計的検証は皆無であり、研究の余地が
残されている。

以上の問題意識を踏まえて、本研究は、日本の
ODA が中国の目覚ましい経済成長、生活改善にど
の程度の貢献したのかを実証分析とケーススタディ
ーを通じて明らかにする。

先行研究
中国国内の研究について、王（2012）は、いくつ

かの中国人研究者による研究を取り上げ、中国にお
ける日本の ODA 政策に関する研究は、主として基
本理念、援助スキーム、モダリティ、政策の推移と
展望に焦点をあてているとしている。また、日本の
ODA に対して開発経済学の理論的枠組みを用いる
経済学的手法による研究ではなく、国家利益理論の
枠組みを基調とし、ODA を日本の国益に直結する
国際政治経済現象として捉えている研究成果のほう
が多いと指摘した。要するに、日本の ODA の援助
効果に対して、本格的な研究は必ずしも多いとはい
えない。真正面から開発経済学的な視点に立った理
論的、実証的分析が求められている。

その一方で、海外及び日本国内の開発援助に関す
る研究は、実証面においても、理論においても、よ
り多く蓄積されている。

その中、代表的な研究は Burnside and Dollar
（2000）であろう。彼らは56か国の1970年から1993
年までのデータを用い、開発援助の経済成長促進効
果について分析している。この研究の最も有名な結
論は、「受益国のガバナンスが良好である場合に限
り、開発援助は有効に働き、経済成長に寄与する」
ことである。
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1 中国外務省の華春瑩副報道局長は2018年10月23日の記者会見で、これまでの日本の ODA を「中国の改革開放や
経済建設にプラスの役割を発揮した」と評価した。「対中 ODA、40年で幕、「対等な関係」で途上国支援」『日
本経済新聞』2018年10月24日朝刊、4面
日本国外務省、「対中 ODA 概要」外務省 HP（2018年11月9日）を参照
https : //www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/chiiki/china.html
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他方 Radelet（2006）は、援助と経済成長との関
係は必ずしも明らかではないと指摘している。そし
て、Radelet（2006）は、援助と経済成長との関係
について、3つの異なる見解があることを示してい
る。

1．援助と成長との間には（すべての国ではない
にしろ）、平均的に正の関係があるが、援助量が増
加するに従って成長への効果は逓減する。（Hansen
and Tarp，2000等）

まず、援助は貯蓄を増やし、投資に資金を供給し、
資本ストックを追加する効果がある。代表的な見解
は、「ビッグプッシュ論」と「2つのギャップ論」2

である。第二に、援助は保健医療や教育への投資を
通じて、労働者の生産性を増大させる。第三に、援
助は、先進国から途上国への技術や知識の移転を促
す。

2．援助は成長に対して何の影響も与えないか、
成長に悪影響を与える可能性がある。（Bauer, 1972
／Easterly，2003等）

援助は悪質な政府の権力維持に使われ、汚職を助
長する可能性があり、良い経済政策または改革を先
送りにする恐れがある。また、貧困国では熟練労働
者が少ない、インフラが不備などの制約により、援
助を効果的に利用するための吸収能力が制限される。
さらに、金利への影響を通じて、国内貯蓄を減らす
ことがある。そして、為替レートを引き上げ、投資
や生産性向上のための民間部門のインセンティブを
阻害する。

3．援助は成長との間で「条件付き」の関係を持
ち、特定の状況下で成長促進に資する。

援助の有効性は、特に「受益国の特性」、「ドナー
の援助手法」、「援助により支援される活動のタイプ」
という3つ「条件」に応じて異なる。
① 受益国の特性

Isham、Kaufmann and Pritchett（1995）は、市
民的自由が強い国のほうが世界銀行のプロジェクト
の収益率が高いという実証結果を得た。Burnside
and Dollar（2000）は、援助は良い制度政策環境を
持つ国の成長を促進するが、その他の国では促進し
ないと結論付けた。そのほか、輸出価格ショック、

気候ショック、交易条件、マクロ経済と貿易政策、
制度の質、戦争、政府のタイプ、熱帯地方など、援
助と成長の関係に影響を与える可能性がある。
② ドナーの援助手法

例えば、多国間援助は、二国間援助よりも効果的
である可能性があり、アンタイド援助はタイド援助
よりも高い収益率を持つといわれる。
③ 援助のタイプ

Clemens、Radelet and Bhavnani（2004）は、援
助を3つの種類に分類した。

1）緊急援助および人道援助（経済的ショック後、
成長が低下すると同時に援助が急激に増加す
る傾向があるため、成長と負の関係がある）。

2）長期的に成長に影響する援助（健康、教育、
環境への援助、民主主義の支援など）。

3）成長に影響を与えることを直接目的とする援
助（道路、港湾、発電所の建設、または農業
支援）。

第3のタイプの援助と成長との間には強い正の頑
健な関係がある。

援助が経済成長に与える直接的な効果は明らかで
はない一方で、浅沼・小浜（2017）は1990年から2015
年にかけての途上国経済の高度成長に対して、ODA
の貢献がきわめて限定的であり、ODA が、途上国
経済の高度成長の主たる原因でなかったことは確か
だと指摘した。また、多国籍企業が行う途上国への
直接投資（FDI）が、世界経済を動かす重要な要因
になったことも論じた。

更に、開発援助は直接ではなく、FDI を誘引す
ることにより、間接的に受益国の経済成長を高める
可能性がある。木村・戸堂（2007）は開発援助の直
接投資促進に果たす役割についての実証分析で、「一
般的に、援助には必ずしもインフラ効果やレントシ
ーキング効果、先兵効果はない。しかし、日本の援
助には先兵効果があるという頑健な結果が得られた
一方で、その他の援助国の援助にはそのような効果
は見られなかった。つまり日本の援助は日本からの
直接投資は促進するが、その他の国からの直接投資
に対しては何のインパクトもない」という実証結果
を得ている。

2 発展途上国の経済発展には、「国内貯蓄ギャップ」と「外貨準備ギャップ」という二つの制約が存在し、このう
ちの一つが経済成長の阻害要因になる。それらを埋めるために、先進国から援助が必要となっている。
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研究意義
日本の対中 ODA の効果についての統計的検証は

ほぼ皆無であり、この研究により、新たな知見を提
供することになる。実証分析とケーススタディーを
通じて、対中 ODA の効果が適切に評価され、援助
と経済成長との関係を解明の一助となる。また、
ODA の経済成長に対する役割を確認することがで
きる。日本の ODA の効果を解明するにより、今後
の公的機関の援助活動がより一層の改善されること
につながると考える。

研究方法
1．実証分析

先行文献を読み、それらの文献に関する実証分析
手法を習得し、理論モデルを立て、データを収集し、
検証を行う。
2．事例研究

実証結果に従い、補足的に事例研究を行い、これ
まで多くの ODA 案件の中、成長効果がある案件を
取り上げ、プロジェクトの評価書や中国の地方政府
が発表した報告書などを参考し、新たなデータを収
集し、それらの現状、改善状況を検討する。

進捗状況
日本の従来の ODA の特徴の一つは、東アジアを

はじめ、アジア各国への傾斜が強いことである。こ
の研究について、試みに日本の援助がアジア諸国の
経済成長に対する有意な正の効果を及ぼしたかにつ
いて人的資本追加型の新古典派成長理論のフレーム
ワークでのパネル推定を行った。

データはアジア（東アジア、南アジア、中央アジ
ア）の30か国の1960年から2017年のパネルデータを
サンプルとする。分析手法は不均一分散を考慮した
GLS によるパネル分析である。

Murdoch and Sandler（2002）の推定式⑴を用い、
また日本のグロス援助を説明変数として加え、以下
の2式で推定した。
gr=a+b1ln（k）＋b2ln（h）＋b3ln（n+g+δ）＋b4ln（y0）⑴
gr=a+b1ln（k）＋b2ln（h）＋b3ln（n+g+δ）＋b4ln（y0）

＋b5ln（Aidj） ⑵
k は物的資本ストックであり、粗固定資本形成／

GDP で代替する。h は人的資本ストックであり、
中等教育就学率で代替する。n+g+δ は人口増加率
＋技術進歩率＋資本減耗率であり、Mankiw, Romer
and Weil（1992）と同様に g+δ＝5％で固定したた
め、この部分は人口増加率を表す。y0は初期の一

表1 開発援助の経済促進効果の推定
被説明変数 一人当たり GDP 成長率

定式1 定式2 定式3 定式4 定式5 定式6

定数 1．652
（0．46）

3．235
（0．77）

3．356
（0．86）

6．393＊
（1．92）

1．514
（0．45）

－1．316
（－0．41）

ln（粗固定資本形成） 3．808＊＊＊
（6．05）

4．490＊＊＊
（4．85）

2．575＊＊＊
（3．78）

1．861＊＊＊
（2．82）

3．792＊＊＊
（6．66）

4．682＊＊＊
（8．03）

ln（中等教育就学率） －2．831＊＊＊
（－4．37）

－2．980＊＊＊
（－3．53）

－0．970
（－1．24）

－2．314＊＊＊
（－3．90）

－2．224＊＊＊
（－3．35）

－0．775
（－1．18）

ln（人口増加率） －44．649＊
（－1．82）

－43．807
（－1．51）

－35．571
（－1．35）

－90．091＊＊＊
（－3．96）

－78．325＊＊＊
（－2．91）

－73．796＊＊＊
（－2．86）

ln（一人当たり GNI） 0．538＊＊＊
（2．72）

0．529＊
（1．93）

0．711＊＊＊
（2．88）

0．262
（0．94）

ln
（一期前の一人当たり GNI）

－0．256
（－1．03）

－0．636＊＊
（－2．30）

ln（日本のグロス援助） 0．350＊＊＊
（3．37）

0．475＊＊＊
（3．47）

0．474＊＊＊
（3．45）

自由度修正済み R2 0．067 0．428 0．024 0．067 0．3477 0．359
国数／サンプル数 30／744 30／744 30／744 29／656 29／656 29／648

＊＊＊，＊＊，＊印は1％，5％，10％水準で有意であることを示す、括弧内の数値は t 値。
定式1、定式4 最小二乗法
定式2、定式3 国別変量効果モデル
定式5、定式6 国別固定効果モデル
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人当たりの GNI である。Aidj は日本のグロス援助
額（単位：百万ドル）である。

データの中、粗固定資本形成、中等教育就学率、
人口増加率、初期の一人当たり GNI は世界銀行か
らのデータである。日本のグロス援助は OECD/
DAC からのデータである。

表1で、いずれの推定式においても「日本のグロ
ス援助」の係数推定値は1％水準で有意に正となっ
ており、推定方法・制御変数等を変えても係数推定
値は0．35～0．47程度と頑健である。従って、日本の
グロス援助はアジアの国々の経済成長に対し、正の
効果を持ったといえよう。

今後も、様々な文献を調査し、データを集めて、
他のパターンの推定も行う予定である。
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